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　福岡県労福協との共催で「2018年賀詞交歓会」を開催いたしました。当日は、小川福岡県知事をはじめ多数の
ご来賓の方々に出席いただくとともに、各構成組織からも多くの皆様に参加いただき2018年の運動をスタートし
ました。

＝ 連合福岡 西村芳樹会長（挨拶要旨） ＝

●❶ 　昨年の衆議院議員選挙では、連合推薦議員が99
名（解散前より15名増）となり、比例区では希望・
立憲の票を合計すると自民党を上回った。暫くは、
離合集散を繰り返す政党とは一定の距離を置き、推
薦議員個人との連携により連合政策の実現に努める。
「連合フォーラム」の立ち上げもその一環である。
「連合分断か」と揶揄する声もあるが、政党が割れ
たくらいで連合の結束が壊れるものではない。

●❷ 　2018春季生活闘争は、「４年連続の賃上げ」「中
小労組の賃上げ」「大手追随・大手準拠からの脱却」
を継続し、結果を導き出すことがポイントとなる。
この取り組みを進めることが、非正規労働者の処遇
引き上げにも繋がることを確信し全力を挙げよう。

●❸ 　昨年、全国の労働者組合組織率が17.1％と前年
を0.2P下回った。雇用労働者が108万人も増えて
いるのに、組合に加入する労働者が追いついていな
い。「17万人連合」「1000万人連合」の実現は、集
団的労使関係を構築し、働く者の地位向上の為に不
可欠な課題だ。

●❹ 　2019年は連合結成30年となる。諸先輩が築きあ
げた連合を、各課題に全力で取り組みながらしっか
りとまとめていく。このことが、結成30年を前に
した我々の課題だ。
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　今こそ「生産性三原則（雇用
の維持拡大・労使の協力と協
議・成果の公正配分）」の意義
を再認識するべきではないで

しょうか？最近賃上げや働き方改革といった言葉が巷に
あふれていますが、それとあわせてよく耳にするのが
「生産性」という言葉です。「生産性」とは「労働生産
性」なのだから、労働者ががんばって、アウトプットの
量や質を上げることが生産性向上であると言わんばかり
の論調があります。このような論調に警笛を鳴らす意味

で2018春季生活闘争では、「生産性三原則」について
言及しています。
　労使が異なる立場から、生産性向上とそこから得られ
る成果の公正配分を実現するために徹底した協議を重ね
る、緊張感と相互信頼に基づく関係が「生産性三原則」
の理念です。
　知恵と工夫を積み重ねて生み出す価値の最大化を追求
するのは、まさしく人間本質であり、社会・経済の成長
や豊かさの源泉です。私は今後もあらゆる場面でこの意
義を発信していきます。

西村芳樹　連合福岡会長挨拶 北橋健治　北九州市長挨拶

野澤英児　福岡労働局長挨拶 有馬紀顕　福岡経協専務挨拶

小川　洋　福岡県知事挨拶 髙島　収　福岡市局長挨拶

新年賀詞交歓会新年賀詞交歓会
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【経団連「2018年版 経営労働政策特別委員会報告」に対する連合見解（抜粋）】

　「経団連報告」は、デフレからの完全脱却と経済の好循環の拡大・加速へつなげていくためにも、「何よりもまず経
営者自らが積極経営のギアをさらに上げる必要がある」と力強く宣言している。さらに、経済全体の好循環につなげ
ていくために「働き方改革と労働生産性向上の一体的取組み→企業収益の拡大→処遇改善」という「社内における好
循環」をつくり出すとしています。
　これに対し連合は、いまだ力強さを欠く個人消費の伸びや景気回復の実感が全国に広がっていない現状に対し、経
済界として、とりわけ賃金引き上げに対して、従来に比べて踏み込んだ呼びかけを行っている姿勢は評価できる。し
かし、「社内における好循環」をつくり出すという方向性については、理解できるものの、真に自律した経済成長を
求めるならば、「人への投資」と生産性向上が同時に推し進められる「正のスパイラル」が必要であることを指摘し
ておきたい。』としています。

【2018春季生活闘争の意義と目的】

　図のトライアングルには三つのエッセン
スがあります。昨年は、「『賃金引上げ』大
手追従・大手準拠などの構造を転換する運
動」「サプライチェーン全体で生み出した
付加価値の適正配分」の二つのエッセンス
のみでありました。今次闘争では「すべて
の労働者の立場にたった働き方の見直し」
を加え、三つのエッセンスとしました。
　2018春季生活闘争は、「大手追従・大
手準拠などの構造を転換する運動」「サプ
ライチェーン全体で生み出した付加価値の
適正分配」に取り組み、「賃金の引上げ」
「すべての労働者の立場にたった働き方」
の実現を通じて社会全体の生産性を高め、
「経済の自律的成長」「包摂的な社会の構築」「人的投資の促進」「ディーセント・ワークの実現」をめざすための闘
争です。その基盤となるのは、これまで労使で確認してきた「生産性三原則」です。

【真の「底上げ・底支え」「格差是正」は労働組合がつくりだす】

　連合が求めているものは、すべての労働者の賃金をはじめとする労働諸条件の「底上げ・底支え」「格差是正」の
実現です。真に「底上げ・底支え」「格差是正」を実現させるためには、どこに光をあてるのか、是正すべき格差は
何なのかを、すべての労働者の視点にたって見定め、取り組みを積み重ねていくことでボトムアップをはかるので
す。職場における課題は、個別労使の課題の枠を超えているものが多々あります。産業横断的な
「働き方」であったり、社会的な慣習・慣行であったり、このような大きな課題についてもメス
をいれて、社会全体に立ち向かわなければなりません。現場の目線で向き合い、社会全体へ訴え
ていくことができるのは労働者の集団である労働組合だけです。職場の実態をきちんと見極め、
改善すべき点を見出してき、真の「底上げ・底支え」「格差是正」の実現に向けて、われわれ連
合は、不退転の決意で今次闘争を闘い抜きます。

【連合福岡の取り組み】
〇中小・地場労組活性化学習会開催！
　2017年12月3日（土）～4日（日）、休暇村（志賀島）にて、
「底上げ・底支え」「格差是正」のためには、中小企業の活性
化が不可欠をテーマに、加盟組織役員（中小労組・実務担当
者）、を対象に下記内容にて学習会を開催しました。全体を
とおし、参加者からは、「職種を越えて各労組の実態を聴く
ことで、自分の労組で取り組むべき方向性が見えてきた。」
等の好意見が多く出されました。

12/3（土） 学習会①「中小労働組合の現状と課題について」 連合本部 藤川局長
学習会②「2018春季生活闘争方針について」 連合本部 藤川局長
学習会③「賃金交渉に向けた基礎知識」 連合福岡 山口局長
グループディスカッション

12/4（日） グループディスカッション・グループ発表

〇2018春季生活闘争セミナー開催！
　2018年1月19日（金）、天神ビルにて、連合福岡2018春
季生活闘争闘方針の共有化を図ることを目的に、「2018春
季生活闘争セミナー」を開催しました。基調講演では、小野
善康氏（大阪大学特任教授）より、雇用条件の悪化、格差、
国債累積など、現代の日本が抱える深刻な問題の根源は、す
べて「人々が消費をしないこと」にある。株価や地価が高騰
する一方で、なぜ私たちは豊かになれないのかの説明があり
ました。連合冨田総合局長及び連合福岡山口局長からは、
「2018春季生活闘争の取り組み」等について説明を行い、
闘争の進め方等について共有化を行いました。

〇九ブロ九州一周キャラバン及び春闘開始宣言集会
　9年目となる九州キャラバン行動は、「底上げ・底支え」「格差是正」で
クラシノソコアゲを実現しよう！を合言葉に2月3日（土）佐賀からスター
トしました。連合福岡は、2月5日～8日の間、ニュースカーによる街宣行
動を行い、合わせて、地協主催「春闘開始宣言集会」も各地で開催しま
す。九州一周キャラバン行動は、2月23日（金）長崎で集結（終結）予定と
しています。

「経済の自律的成長」「包摂的な社会の構築」「人的投資の促進」
「ディーセント・ワークの実現」をめざす

「取引の適正化」などに
より、企業規模、業種・
業態にかかわらず、人
材、設備などへの再投
資を可能にする

健全で安全で働きが
いのある職場を実現

賃金引き上げと働き方の
見直しを同時にすすめる

企業と企業間だけでなく、企業と消費者間において
も互いの価値を認め合うことを社会の合意とする

公務・民間、企業規模、雇用形態、性別、年齢など
を問わず、個々人のニーズにあった多様な働き方が
できる仕組みを整える

企業規模間、雇用形態間、男女間な
どあらゆる視点にたち、「底上げ・底
支え」「格差是正」を実現する

生産性三原則
「雇用の維持・拡大」
「労使の協力と協議」
「成果の公正分配」
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大手準拠・大手追従からの
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サプライチェーン全体で
生み出した
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すべての労働者の立場に
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再投 賃金
見直生産性三原則

「雇用の維持・拡大」
「労使の協力と協議」
「成果の公正分配」

社会全体の生産性向上

藤川局長による講演

グループディスカッションを行う参加者

小野善康氏（大阪大学特任教授）
「消費低迷と日本経済」

冨田珠代氏（総合局長）
「連合2018春闘について」

　わが国のＧＤＰと賃金水準は改善傾向にありますが、個人消費は伸びていません。日本全体を覆う漠然とした
不安を払拭するためにわれわれがめざすのは、「賃金は上がるもの」という社会的合意をもう一度日本全体に定
着させることです。「経済の自律的成長」という「正のスパイラル」をより高く大きく、社会全体の隅々まで届
けていくためには、2016春季生活闘争より取り組んできた「大手追従・大手準拠などの構造を転換する運動」
「サプライチェーン全体で生み出した付加価値の適正配分」の考え方を継続・定着・前進させていくことが重要
です。これまで築き上げてきた「賃上げ」の流れをさらに大きなうねりとなるよう、産業あるいは社会全体を巻
き込み、今こそ社会に広がりのある春季生活闘争を展開していく事が必要です。われわれは、超少子高齢化・人
口減少社会による人口動態の変化や技術革新によって生活や「働くこと」に対するマインドが変化することを見

越して「働き方」を見直さなければならないと主張してきました。ようやく「働き方改革」が社会全体で課題と
して認識されつつありますが、「働き方」は産業・企業・職場によって様々です。職場の実態を見極め、改善を
進めることは、職場を熟知した労使にしかできません。職場に健全な労使関係があってはじめて、企業と労働者
の双方が納得のできる「働き方」の見直しが可能となります。労使が職場の課題に真摯に向き合い取り組みを展
開することで社会全体を豊かにすることが春季生活闘争の役割であり、組織労働者に課せられた使命でもありま
す。私たち連合が先頭に立ち「底上げ・底支え」「格差是正」とすべての労働者の立場にたった「働き方」の実
現を推し進めて行きましょう。

連合福岡2018春季生活闘争勝利・総決起集会
日　時：2018年3月10日（土）14：00～16：00
場　所：天神中央公園
規　模：2,000人程度
内　容：集会ならびにデモ行進

お知らせお知らせ

真の「底上げ・底支え」「格差是正」「働き方改革」は労働組合がつくりだす！

九州一周キャラバン引継式
北・南筑後地協春闘開始宣言集会（2/4）
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「れんごうふくおか」は再生紙を使用しております。

※ 申し込み、問い合わせは、最寄りの地域協議会・
労福協に電話で予約して下さい。
　　　10時～17時（土日祝日を除く）

エ リ ア ２ 月 ３ 月 エ リ ア ２ 月 ３ 月

福　　　岡
13日(火) 13日(火)

遠　賀　川 23日(金) 30日(金)
27日(火) 20日(火)

筑紫・朝倉 6日(火) 6日(火) 北　九　州 21日(水) 20日(火)
北　筑　後 20日(火) 20日(火) 京築・田川 7日(水) 7日(水)
南　筑　後 14日(水) 14日(水) ※開催済みの日程も掲載しております

SCHEDULESCHEDULE　　これからの主な日程これからの主な日程

働き方改革関連法案の施行期日をめぐる
 一部報道についての相原事務局長談話

１ ．1月25日、一部報道において働き方改革関連法案の施行期日を中小企業などについて一部延期すると
報じられた。しかし、昨年9月15日に労働政策審議会が厚生労働大臣に答申した法案要綱では、施行日
は一部を除き2019年4月1日となっており、十分な準備期間は確保されていた。こうした中で、昨年秋
の臨時国会冒頭での解散・総選挙に伴い、法案の提出が遅れたことなどは、施行期日を後ろ倒しにす
る十分な理由にはあたらない。もし報道内容が事実とすれば、極めて遺憾である。

２ ．長時間労働是正に関する労働基準法改正では、連合と経団連との「時間外労働の上限規制等に関する労
使合意」（2017年3月13日）を踏まえて、罰則付きの時間外労働の上限規制を法律で初めて行うことと
なった。この施行期日を、中小企業について1年遅らせることになれば、人手不足にある中小企業におい
て長時間労働が蔓延することが懸念される。また、これまで7年以上にわたりダブルスタンダードの状態
に置かれていた、月60時間超の時間外労働に関する割増率50％の適用猶予措置が法案要綱では2022年4
月にようやく解消されることになっていた。報道では明らかではないが、この点も含めて施行時期を先延
ばしするとなれば、中小企業に働く者を顧みない判断と言わざるを得ない。
３ ．雇用労働者の4割近くを占めるパートや契約社員、派遣労働者など非正規雇用の形態で働く労働者の処
遇改善も、待ったなしの課題である。この課題の解決に向けては、労使が職場実態を踏まえて、賃金や一
時金だけでなく休暇や福利厚生まで含めて、均等・均衡待遇の観点から真摯な協議を重ねていくことが不
可欠である。その営みを加速させるためにも、同一労働同一賃金の法整備として予定されているパートタ
イム労働法、労働契約法、労働者派遣法の改正も、速やかに施行できるよう政府は環境整備を急ぐべきで
ある。
４ ．連合は、2018春季生活闘争では、底上げ・底支え、格差是正を継続しつつ、働き方改革についても、
法改正に先行し、法を上回る取り組みを展開することを方針として掲げている。その取り組みを確固たる
ものとするためにも、時間外労働の上限規制や同一労働同一賃金に関する法案の早期成立が何よりも必要
である。今次闘争において、構成組織・単組、地方連合会、連合本部が一体となり、企業規模や雇用形態
の違いを超えて、すべての働く者が健やかに働きがいを持てる職場、社会をめざしていく。同時に、働く
者のための働き方改革の実現に向けて、野党3党（民進党、立憲民主党、希望の党）の連携を求め、全力
で取り組んでいく。
 以　上　

2018年1月29日

２月16日 第１回中小共闘センター幹事会（第２回中小労働委員会）
　　19日 部落解放共闘福岡県民会議「人権学習会」
　　20日 第３回青年委員会役員・幹事会
　　21日 交通・運輸部門連絡会「春闘学習会」
　　 〃 官公部門連絡会「学習会」
　　22日 第４回政治センター委員会・第４回四役会議
　　24日 地域活性化フォーラム（久留米開催）
　　26日 第５回執行委員会
　　 〃 第３回春季生活闘争委員会
　　 〃 2018春季生活闘争総決起集会　実行委員会
３月10日 2018春季生活闘争総決起集会
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